
2.交付対象事業の分類

No

1 池田町価格高騰重点支援地方交付金支給事業【低所得者世帯給付金】 重点交付金 令和 5 年 5 月 令和 6 年 3 月 　 エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援 住民税非課税世帯向け 42240 42240

2 池田町価格高騰重点支援地方交付金支給事業（事務費） 重点交付金 令和 5 年 5 月 令和 6 年 3 月 エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援 住民税非課税世帯向け 2885 2885

3 令和 年 月 令和 年 月

4 令和 年 月 令和 年 月

5 令和 年 月 令和 年 月

6 令和 年 月 令和 年 月

7 エネルギー価格高騰重点支援事業 重点交付金 令和 5 年 5 月 令和 6 年 3 月 中小企業に対するエネルギー価格高騰対策支援 中小企業に対するエネルギー価格高騰対策支援 中小企業向け 6912 6912

8 エネルギー価格高騰による池田温泉への支援事業 重点交付金 令和 5 年 4 月 令和 6 年 3 月 医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援公衆浴場の経営持続に向けた支援 20852 20852

9 電力・ガス価格高騰重点支援事業 重点交付金 令和 5 年 4 月 令和 6 年 3 月 医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援 その他 7014 7014

10 電力価格高騰重点支援事業（重点分） 重点交付金 令和 5 年 4 月 令和 6 年 3 月 医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援 保育施設・幼稚園・児童養護施設等の経営持続に向けた支援 41959 41959

11 エネルギー価格高騰による医療機関等への支援事業 重点交付金 令和 5 年 4 月 令和 6 年 3 月 ○ 医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援

12 令和 年 月 令和 年 月

13 子ども食堂支援事業 重点交付金 令和 5 年 4 月 令和 6 年 3 月 医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援その他 1545 1545

14 食材費高騰重点支援事業 重点交付金 令和 5 年 4 月 令和 6 年 3 月 医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援 保育施設・幼稚園・児童養護施設等の経営持続に向けた支援 4618 4618

15 電力価格高騰重点支援事業（通常分） 通常交付金 令和 5 年 4 月 令和 6 年 3 月 ④-Ⅱ．エネルギー・原材料・食料等安定供給対策 医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援 保育施設・幼稚園・児童養護施設等の経営持続に向けた支援 29 29

16 除雪支援事業 重点交付金 令和 5 年 12 月 令和 6 年 3 月 推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援 推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援 その他 1003 1000

17 タクシー助成事業 重点交付金 令和 5 年 10 月 令和 6 年 3 月 推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援 推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援 その他 4230 4230

3．予算執行状況１．交付対象事業の名称および事業の始期・終期

事業始期 事業終期
【参考】交付金の区分（実施計画作成時に

申請いただいた内容）【回答不要】
【参考】推奨事業メニュー（実施計画作成時に選択いただいた内容）

交付金事業の名称【回答不要】

*事業Noは採択された実施計画（令和5年度）におけるNoと紐づいています

*採択された実施計画を元に、貴団体における実施事業一覧が表示されます

繰越事業
*該当する場合、

「○」を記入

事業未実施
*最終的に実施しなかった

事業は「○」を記入

経済対策分野との関係
*重点交付金を活用した事業はグレーアウトされます

事業分類（大分類）

*「経済対策との関係」の入力内容（U列）に応じて該当する事業分類

がプルダウン表示されます。

*重点交付金を活用した事業は推奨事業メニューが表示されます

事業分類（中分類）

*「経済対策との関係」（U列）、「事業分類（大分類）」（V列）の入力内容に応じて
該当する事業分類がプルダウン表示されます。

支出済額
[単位:千円]

うち交付金充当額

[単位：千円]



4．事務費 7.価格高騰の種類

↓「1.はい」を選択された場合、 燃料価格の高騰 食料品価格の高騰 肥飼料価格の高騰 賃上げへの支援

1.域内の利害関係者

（商工会、業界団体

等）との意見交換

2.域外の非利害関係者

（研究機関、コンサル

等）からの助言

3.国の統計情報の活用
4.都道府県が持つ独自

の統計情報の活用

5.市町村が持つ独自の

統計情報の活用

6.過去に実施した事業

の実績・課題の参照
7.その他

7.その他

（具体的に）

1.新規に自治体独自の

定量データを収集

2.既存の外部の定量

的・客観的データを活用

3.外部有識者で構成さ

れた第三者委員会から

の意見聴取

4.住民・事業者へのアン

ケート・ヒアリング等を通じ

た定性情報の収集

5.域内の団体（商工

会、業界団体等）との

意見交換

6.その他
6.その他

（具体的に）

○ 0 2.いいえ 2.いいえ ○ ○

○ 2885 2.いいえ 2.いいえ ○ ○

11 2.いいえ 2.いいえ ○ ○

0 2.いいえ 2.いいえ ○

0 2.いいえ 2.いいえ ○

0 2.いいえ 2.いいえ ○

0 2.いいえ 2.いいえ ○ ○

0 2.いいえ 2.いいえ ○

0 2.いいえ 2.いいえ ○

0 2.いいえ 2.いいえ ○

0 2.いいえ 2.いいえ ○

事務費
[単位:千円]

複数の交付金事業

で一つの事業を実施

5.支援対象抽出時の定量データ・外部リソース活用状況

↓「1.はい」を選択された場合、

6..事業完了後の定量データや第三者からの意見聴取を通じた効果検証の実施状況

定量データや第三者から

の意見聴取等を通じた

効果検証の実施有無

定量データや外部リソー

スを活用した議論・検討

の実施状況



8．本事業の実施に当たって設定した成果指標

水道料金の高騰 電気料金の高騰 ガス料金の高騰
その他（設備、資材、原

料等）

電気料金の高騰（←う

ち、特別高圧分を含む場

合）

ガス料金の高騰（←う

ち、LPガスの価格高騰を

含む場合

その他

（具体的に）
①インプット ②アウトプット

③交付金事業のアウトカ

ム
④総合的なアウトカム ①インプット ②アウトプット

③交付金事業のアウトカ

ム
④総合的なアウトカム

町内事業所（853事業所）の維持 ○ ○

○

○ 公用施設の開設維持、安定運営 ○ ○

○ ○ ○ ○ 賄材料費

配食維持 ○ ○

○ 公用施設の開設維持、安定運営 ○ ○

指標の位置づけ1

指標名1 目標値1 実績値1 単位1 指標名2

指標の位置づけ2

目標値2



9．本事業実施による活動実績（アウトプット）等を総合的にご判断の上で、本交付金事業の感染拡大防止等への効果についてお答えください。また、その理由について具体的にお答えください。

①インプット ②アウトプット
③交付金事業のアウトカ

ム
④総合的なアウトカム 具体的な理由 具体的な理由 具体的な理由

2.効果的であった 申請件数も○○％でニーズに適した事業であった。 2.効果的であった 事業所数が維持され経済の減退を免れた。

指標名3

指標の位置づけ3

目標値3
事業効果

【感染拡大防止】

事業効果

【物価高騰の影響を受け

る生活者・企業への支

援】

事業効果

【経済活性化】
単位3実績値3実績値2 単位2


